2011年11月議会　田中のぞみ質問

1． 国民健康保険について
（1） 払える国保料に引き下げを
　　岡山市の国民健康保険料はこの4年間なんとか据え置かれましたが、いまだ全国政令市の中で７番目の高さです。岡山市民全世帯の1/3が加入しており、いずれ退職すれば全員入るのが国保です。加入世帯の7割以上が年収200万円以下の世帯です。自営業3人家族で月額3万円近い保険料です。H24年度から介護保険料が1000円程度値上げをされると5日に答弁がありました。長引く不況の中、高すぎる国民健康保険料は、借金までして払っているという市民を生んでいるのに、これ以上の値上げは、限界です。払える国保料にして、保険証一枚でどこでも安心して医療を受けることが出来るこの憲法25条に基づくこの国民皆保険制度を守らなければなりません。　

国保会計のH22年度決算では、5年ぶりの単年度黒字です。11億の累積赤字が残る厳しい財政ですが、政令市岡山として市民の福祉の原点をどう支えるのか、これが問われていると思います。
H24年度国保料の値上げは絶対に避けていただきたいが、所見をお聞かせください。
（2） 広域化の影響について
国保も県単位の広域運営を目指していると伺います。広域化になれば、今行っているような各自治体が行っている政策的繰り入れは継続可能でしょうか。
（3） 短期保険証・資格証の交付について
　国保料滞納者に対し、短期証・資格証を発行しています。年々発行数は増え、5年前と比べ約1.5倍と2倍です。滞納者には正規の保険証の期限が切れた際、短期証発行までにある留め置き期間が約2週間ほどあるとうかがいます。納付相談に来る機会創設のため、ということですが、この間、その家族にも保険証が無いことになります。保険料滞納は世帯主の責任です。高校生世代以下、高齢者、障がい者の方に考慮が必要です。留め置き期間をおかず発行してください。また、窓口負担が10割になる資格証の発行は行わず、短期証保険証を留め置き期間をおかず発行していただきたいが、いかがでしょうか。
（4） 予防医療の充実で将来の医療費軽減を
　　言うまでも無く、国保会計のほとんどを占めている医療費抑制を図ることが持続可能な国保制度にはかかせません。その点においてもH22年度の医療費分析をされたことは大きな成果だと思います。
(1) 分析の結果について

明らかになった課題について、特定健診受診率向上対策や慢性腎臓病対策に取り組まれているとのことですが、具体的な目標値とその検証方法等、今後の方向性をお示しください。ぜひ、PDCAサイクルを確立していただきたいと思います。
(2) 小・中学生にふえる生活習慣病について

香川県では、ある医師が自費で始めた中学生の血液検査がきっかけで、約3万人の小中学生の血液検査のデータがあります。驚くことにそのうち約2割が、脂質異常症、6.7％が肝機能異常、1.6％が血糖値異常だそうです。まさに生活習慣病です。これは全国的な傾向で予備軍を含めると小中学生の約3割、高校生の4割が生活習慣病だそうです。
　このまま10年、20年、30年と経てば、この児童生徒は糖尿病になったり、動脈硬化で命を落とすか助かっても要介護者になる可能性が高いと、香川短期大学名誉大学長の北川博敏先生は指摘します。これは、将来の医療費という視点からしても、健全な社会形成の上からしても非常に深刻だと思います。
　また、北川先生は肝機能に異常があると疲れやすくて集中力が持続せず、勉強も運動も十分にできない。キレやすいといった症状を指摘されています。そこで改めて食育の大切さを実感するわけですが、同時に岡山市の小中学生の実態を把握する必要性があると強く感じます。
　香川県の一部の自治体では、公費で中学1年生と小学4年生の血液検査を行っています。
(3) ジェネリック医薬品の普及が医療費削減にも寄与すると考えます。もっと普及が必要だと思いますが、課題はどこにあるとお考えでしょうか。
（5） 窓口減免制度について
国保法44条に基づく、医療費窓口負担の減免制度がありますが、岡山市での申請者数は昨年度たったの5件です。減免分の半分は国が負担することになっています。
(1) 市民に向けて積極的に広報するべきだと思いますが、いかがでしょうか。
(2) 原則3ヶ月とありますが、厚労省の通知では3ヶ月に限ってはいません。3ヶ月以降の対応をお知らせください。

（6） 無料低額診療実施医療機関について、需要が高まっていると思います。

市民への周知が必要だと思いますがいかがでしょうか。
2． がん対策について
　9月30日に岡山市主催で開催されたがん対策推進条例記念シンポジウムに参加しました。記念講演をされた中川恵一先生のお話は分かりやすくとても印象的でした。がんはDNAのコピーミスが原因で10年から20年でようやく1センチくらいの大きさになるそうです。長生きすればがんになる確率が高いということになるので、世界一の長寿国日本は世界一のがん大国というのも納得のいくところです。ほとんどのがんは遺伝に関係なく、一種の運でがんになると言われていました。2人に一人がガンになる時代です。もはやガンは私たちの命と健康、人生にとって非常に大きな課題となっていることを実感しました。
　そのような中、昨年度議員提案による、がん対策推進条例が全会一致で出来きたことは大きな意義があると思いました。前保健福祉委員をはじめ皆さんの熱い思いがこもったこの条例を十二分に生かし、たとえガンになっても安心して暮らすことが出来る岡山市を目指さなければなりません。
（1） がん対策推進委員
条例に基づくがん対策推進委員会の第1回目が開催さましたが、患者・医療・福祉・行政・教育・経済の6者代表が網羅されており幅広いメンバー構成になっていることは高く評価できるのではないかと思います。委員会の傍聴は出来ませんでしたが、新聞等で拝見しました。出された意見については、どのように捉えられていますか。

（2） 検診の充実について

　がんは早期発見で9割方が完治すると、中川先生が講演され安心感を覚えました。一に検診、二に検診だそうです。しかし、なかなか検診受診率が上がらないことが課題です。これは死亡率に比例しています。特に若い女性の検診率は欧米で8割近いことに対し、日本では2割代と非常に低いのが現状です。中でも乳がんは近年急増し、日本人女性のかかるがんの第１位であり、30代で急増します。子宮頸がんは20代から急増します。若い女性のがん検診の強化が必要です。

(1) 働く世代のがん検診受診率を向上するため、検診期間は半年ではなく通年にするべきだと思いますがいかがでしょうか。

(2) 夜間休日検診の推進はその後いかがでしょうか。

(3) 乳がん検診は、30代は触診のみですが、早期がんは触診では見つけられないことがあると指摘されています。エコー検査やマンモグラフィ検査等を一緒に行うべきだと思いますがいかがでしょうか。
(4) 検診は偶数年齢のみとなっていますが、実際は奇数年齢でも隔年であれば受診できるとされています。すべての年齢を対象としていただきたいと思いますがいかがでしょうか。
(5) たとえば、乳幼児健診の時に母親の検診を並行して実施することは出来ないでしょうか。
（3） 患者・家族の支援について

(1) ご存知の通り、患者の方々の経済的負担は非常に重く、薬代だけで1ヶ月30万になることもあります。経済的理由で治療中断をせざる得ない事例が後を絶ちません。外来治療費の窓口負担を減らす現物支給を早急に実施してほしいと思いますがいかがでしょうか。
(2) 在宅医療の環境を整えてほしいと言う強い声があります。特に末期がん患者の介護認定の迅速化が求められます。10月に厚生労働省が出した調査結果によると、介護認定は判定までの平均日数は28.9日もあり、末期がん患者の場合、判定前になんと2割にも及ぶ方が亡くなっているという内容でした。岡山市でも30日以上の日数がかかっているとの事です。末期がん患者については別扱いにするなどの対応が必要だと思いますが、いかがでしょうか。
(3) がん対策推進条例6条には相談体制の充実、を掲げております。既存の相談窓口や患者会の案内をホームページ・市民の広場・けんしんガイドなどで積極的に、市民に知らせることが必要だと思いますが、いかがでしょうか。
(4) 同じく6条の患者会等が行う支援活動の推進に基づいて、公民館などの市有施設の利用料の負担を軽減し、積極的な活動を支援していただきたいが、いかがでしょうか。
3． 保育施策について
（1） 保育施設の設置基準について

　　ア）　１１月９日の朝日新聞で、認可保育所の面積を定めた国の最低基準が満たされていない11の県や市の中に岡山市が挙げられました。報道に先立ち、厚労省が１０月２８日に通知を出し、いままで解釈にばらつきがあった0歳児1歳児について、乳児室の一人1.65㎡に対し、はいはいを始めた時点で一人3.3㎡必要と基準を明確にしました。報道を受け、不安に思われているお母さんもおられます。岡山市の現状と、今後の方針をお知らせください。
　　イ）　10月7日に厚労省令が告示されました。これから岡山市で制定する児童福祉施設の基準条例が最低基準となりますが、省令ではこの最低基準を常に向上させる努力義務が課せられています。岡山市が独自で加配している人員配置は、まだ十分とはいえません。条例化により引き下げられることがあってはなりません。所見をお聞かせください。
（2） 子ども・子育て新システムについて

　（割愛）
4． 避難所指定について

避難所の指定の法的根拠について争われた裁判では、行政処分に当たらないということで原告却下となりました。しかし、かえすがえす私は市民の命を守る避難所の指定解除に、一覧表から消えるだけで、住民には周知徹底をすればよいという姿勢はおかしいと思いますので、もう一度質問をさせていただきます。
　（１）避難所の指定についてその優先順は、市立の小･中学校の体育館・校舎が一義的提起されています。廃校となった学校施設についてこれまでどう対応されてきたのでしょうか。

　（２）避難所は市民の命や身の安全を守る上で非常に大切な役割を果たすことは、このたびの大震災でも改めて実感するところです。市が指定をする市有施設の避難所について、市に避難所としていつでも使えるよう維持管理の責任があると思いますが、どうなのでしょうか。

　（３）岡山市地域防災計画には、避難所の指定条件として、「地区住民を十分収容することのできる面積を有すること」とあります。旧深柢小学校区は、ただでさえ夜間人口の１０％に満たない避難所しかないため、ここで避難所がなくなることに対し、地元住民の生命・身体に重大な損害を与えるおそれがあると訴えを起こしたわけですが、岡山市の答弁では、「避難所の指定が解除されたからといって重大な損害が生じるとはいえない」としています。巨大災害はいつ起こるかわからないのにどうしていえるのでしょうか。
（４）市民の命に関わる避難所です。市が指定するものに対し、岡山市地域防災計画に解除の手続きが一切示されていないのは何故ですか。

　（５）旧深柢小が解体されるにあたり、避難容量に匹敵する代替地はどこですか？住民任せですか？

（６）川崎学園が用意する多目的ホールの広さは分かりましたか。
（７）現在岡山市が指定避難所の見直しを行っておりますが、病院施設は今後どのように位置づけられますか。

5． 建設に関わる指導要綱について

（１）岡山市中高層建築物に関する指導要綱について

　岡山市中高層建築物に関する指導要綱は、対象となる中高層建築物を建築しようとする場合において、相隣関係の紛争を未然に防止することにより、調和のある地域社会の実現を図ることを目的として制定されています。

　これは建築基準法には規定のない、関係者との協議や建築計画の事前公開を規定しており、周辺関係住民への周知を果たすうえで大きな意義があると思います。しかし、事前協議の対象範囲があまりにも狭いことに驚きました。

　最近市民の方からご相談のあった、地上１５階建て、高さ約４４メートルのマンション建築計画の場合、協議対象の安全上、環境保全上著しい影響を生じさせることとなる「隣接地」の関係者は６件でした。

　当該地は東側と北側が住宅密集地で、周辺住民に間ではどんなものが建つのか、どれくらい日影になるのか、工事はどれくらい騒音が出るのか、説明がないため様々な不安の声が上がっています。

　地元町内会長は事業者が行う説明会を開くまで同意しないとしています。事業者も説明会を開催する予定でありますが、既に中高層指導要綱の申請を岡山市に提出しています。説明会の有無に関わらず岡山市が審査済み通知書を交付すれば建築確認申請へと進むわけです。

　このたびの質問は、どこまでの同意が必要かということではなく、説明対象の「隣接地」の範囲を広げる必要があると思います。町内会は任意団体です。町内会長だけに町内の総意の責任を負っていただくことも限界があるのではないでしょうか。

　他の自治体の例をいくつか調べてみました。まず多くの自治体では要綱ではなく条例を制定しております。また事業者が説明しなければならない範囲は自治体により様々ですが、敷地境界から建物の高さの２倍の範囲としているところや、更に周辺住民として申し出があれば説明しなければならない範囲を決めている自治体もあります。

岡山市の中高層指導要綱が制定されたのは昭和４９年です。制定後３７年が経過しており、事前協議範囲の拡大について、政令市にふさわしい内容の見直しが必要だと思いますがいかがでしょうか。

（２）岡山市葬祭場の建築等に関する指導要綱の制定について

葬祭場の建築等に関する指導要綱のパブリックコメント結果が公表され、今月にも制定されようとしています。周辺関係住民等と葬祭場事業主との紛争を未然に防止する観点から大きな一歩だと思います。

建設委員会での審議やパブリックコメントにもいくつか出ておりましたが、どこまで地元住民の理解を求めていくのか、どこまで行政指導ができるのか、ということを地元の住民の皆さんは一番心配されています。

撫川地内での葬祭場建築の際には地元で大きな反対運動がありました。最初の説明会か

ら１年近く事業主が話し合いに応じず、再開したときには既に工事着手していました。

　京都市の葬祭場の建築等に関する指導要綱では事業主が協議に応じない場合、市長は事実の公表等必要な措置をとることができると規定しています。また、さいたま市では周辺関係住民等、葬祭場事業主の一方から紛争の調整の申し出があった場合、市長はあっせんを行うことと規定しています。これらを岡山市の要綱に規定しなかった理由をお示しください。

また、紛争が起きた場合に岡山市がどのように対応するのか具体的にお知らせください。

せっかく制定される指導要綱ですから、同じような紛争が起こらないようにお願いした

いと思います。
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